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社会心理学の主流である北米における研究では、 「自己高揚ノ〈イアス J (自己評価において、自分に都合のよいよ
うに判断や情報の理解を歪めること)は非常に頑健に見られており、数多くの研究で報告されている (e.g. ， Brown, 




ポジティブ幻想、を持つ人ほど、精神的健康度が高いとされている (Taylor & Brown, 1988 ; 1994) 。
このように、北米における自己高揚に関する研究結果は明白であるが、日本人についての研究結果は、必ずしも一







Kitayama, Markus, & Norasakkunkit, 1997) で、他方は「日本人も北米人も基本的に自己高揚を行うが、それが
許容される状況かどうかというのは文脈の問題である」としづ解釈(自己呈示理論; Schlenker & Leary, 1982) で
??
ある。本研究では、かかる観点から上記の問題意識について解明するべく、 12 の研究を行った。
第 3 節.研究 1-4 自己・他者評価に影響を及ぼす要因の比較文化的研究





「自己-他者バイアス」が顕著であった。 (4) 日本人は学生のみならず、社会人にも自己高揚的傾向がみられた。 (5) 日
本人、北米人ともに、高自尊心者が低自尊心者よりも自己高揚的自己評価を行っていた。
北米人も日本人も、自分にとって重要な特性で、あったり、拡張自己の一部である親密他者に対しては、ポジティブ
視をするという結果が得られた。重要性という要因や、 「自己一他者ノミイアス J という観点、を考慮、に入れると、日本
人も状況により自己高揚的傾向が確認されることが明らかとなった。
第 4節.研究 5 、 6 、 9 自己高揚への動機づけを上昇させた場合の自己・他者評価














第 5節.研究 7 、 8 潜在的な自己・他者評価~自己呈示の影響を最小限に~
自己評価や人種・性別など、ステレオタイプにつながったりセンシティブな話題に対しては、その評価に際し評価
懸念 (Rosenberg， 1969) や要求特性 (Orne ， 1962) がかかわり、他者からどう思われるかを気にするあまり被験者
の反応にゆがみが出ることが、近年の研究で指摘され始めた。研究 7 、 8 では、評価懸念の影響を受けない Implicit
Association Test (Greenwald et a l., 1998) を用いることによって、自己呈示の影響を最小限にした上での自己・他
者評価を検討した(日本人 60 人、北米人 113 人。男女それぞれ 22 人と 34 人、 56 人と 57 人)。従来の測度と比較














第 6 節.研究 10-12 ポジティブな自己・他者評価および自己呈示が社会的適応に与える影響
研究 10-12 (被験者 401 人、被験者の友人 235 人、被験者の親 142 人。被験者および友人の男女の人数はそれぞ
れ、 125 人と 273 人、 63 人と 178 人)では、第 7 章までで明らかになった、日本人の自己評価や親密他者評価が、
社会的適応にいかなる影響を及ぼすかについて検討した。社会的適応の尺度として、研究 10 では GHQ-28 (精神健
康調査票、中川・大坊、 1996) を、研究 11 では GHQ-28 と主観的幸福感を(角野、 1993、遠藤、 1997) 、研究 12






















されているかを「測り J ながら (Leary & Downs, 1995) 、それぞれの社会・文脈で自分にとって最大限の社会的満
足感を得られるよう生きているのであろう。
論文審査の結果の要旨
本論文は、自己評価のシステムを取り上げ、その文化固有の特徴、文化聞に共通な特徴を抽出した文化比較心理学
的な研究である。基本的には自己を肯定せずしては、社会的な行動は展開しないが、同時に、他者と合わせていくこ
とも欠かせない。自己高揚(バイアス)、自己卑下の行動を基本的な行動例として、主に北米と日本での調査・実験
を展開し、その結果に基づきながら、文化規範や社会的関係の作用するメカニズムについて考察している。従来、日
本人は、北米の人々に比べて、自己卑下的で、主張性が乏しいとの指摘が少なくないが、それは、部分的な指摘にと
どまると言える。この論文においては、比較対象者、状況の設定、自己肯定感を測定する指標の工夫(自尊心、主観
的幸福感、心理的健康など)した、多様な研究の結果から、ともに、両文化圏に自己肯定感は共通することであり、
それに加えて、日本文化規範に合致した自己呈示として、自己卑下を行うことを指摘している。研究方法として、調
査法のマクロな傾向把握に留まることなく、潜在的な認知反応を測定する方法をも組み入れ、自己呈示理論、集合構
成理論、自尊理論などを基本的なベースとしながら、上記のように社会的な自己表出の意味を実証的に明らかにして
いる。
その実証性と多様な研究の展開、理論的統合の調和のとれた論究は、博士(人間科学)の学位授与に十分に値する
ものであると判定された。
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